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② カリフォルニア大学の D.Teeceに始まる技術の商業化に関する研究 
③ スウエーデンの K.Sveiby に始まる知的資本を従業員能力や知識に置く企業の潜在
能力の研究   
図９ 無形資産研究の概史
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 表１ 主な無形資産関係の国際的な取り組み年表 
（出典：経済産業省 無形資産関連の国際的な取組状況について, 
http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g50225a05j.pdf) 
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表２ ２１世紀の事業経営の資源            


















































































































































































































Baldrige National Quality Award）の考え方に似ている。以下この内容を説明する。 
図１３ 知財（特許）の価値階層ピラミッド

































                            特許を積極的に取得して権利行使する。 
特許はそれを行使したときに価値が現れ、競合相手を排
除できない特許は取得意味がない。 





      特許ポートフォリオに組み入れるべき知財の厳選と維持管理コストの削減。 




      ライセンスによる収益の増加を狙う。 
実施方法には、Stick Licensing （特許侵害を主張して契約を迫る威圧的方
法）と Friendly Licensing/Carrot Licensing（技術移転契約を意味する友好
的方法）がある。 
      コアにならない特許をライセンスする方法と IBM のように自社が使用する
コア特許のみをライセンスする方法がある。 
       ベストプラクテス；経営層の積極的な参画。 
 
レベル４：インテグレーション＝知財で企業を変えるレベル。   






      ベストプラクテス；知財戦略と企業戦略／事業戦略の整合。 
                 部門間横断の知財資産マネージメント。 
 
レベル５：ビジョン＝知財で未来を創るレベル。 




      戦略的な特許取得、TRIZなどの科学的手法の適用。 
      このレベルに達した企業は、未だ無いと言われている。 
      ベストプラクテス；自社の関係する産業の未来を調査し戦略的に手を打つ。 






























































































































































































































































        著作権法改正によるコンピュータプログラムの保護 
・ １９８２年：ＣＡＦＣ（特許高等裁判所）創設 
・ １９８５年：「Young Report」（プロパテント政策など） 










 ・米国での特許出願件数の増加 ７万件（１９８５年） → １４万件（１９９４年） 
















































































・ ２００２年７月 知的財産戦略大綱発表（知財の創造、保護、活用、人的基盤） 
・ ２００２年１１月 知的財産基本法制定（知的創造サイクルという国家目標） 
・ ２００３年３月 知的財産戦略本部設置（本部長；首相、事務局長；荒井元長官） 
・ ２００３年５月 特許法、不正競争防止法などの改正 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  特許の価値は、使われていくらの使用量であって学術的価値やユニークさではない。 
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  ③過去の成功体験に基づく技術風土的制約やクローズドイノベーションは、 
新しい価値創造への対応を遅らせること 










































































   ②起業及びイノベーション戦略に与える有用性。 
・本モデルは、リソースの限られた起業が要素知財を武器にしてブランドを 
効果的に形成する手段として極めて有用である。 
・本モデルは、我が国民の特質と Abenathy & Clark Modelからプロセスイノ
ベーション領域における無形資産の知財化とその活用に対して有用であり、
我が国の今後のイノベーション戦略に示唆を与えた。 




   ④本モデルを利用した新しいビジネスモデル（ＢＭ）の提案創出による有用性。 
    ・知財活用ＤＢ管理ＢＭ、知財価値評価ＢＭ、知財侵害検証ＢＭ、ライセンス
サービスＢＭ等の新しいＢＭを提案した。 
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[１２１] 坂本雅明  「無形資産のマネージメントとバランスドスコア・カードの活用」 
                                  ＮＥＣ総研レポート６０号、Oct. 2002 
[１２２] 経済産業省     「大学発ベンチャーに関する基礎調査実施報告書」(2003) 
[１２３]  平野真        「技術者のための起業マニュアル」     創風館（2005） 
[１２４]  Washington/core     「米国ベンチャー企業における特許戦略」（2003） 
[１２５]  特許流通促進事業センタ 「ー特許流通成約事例に基づく特許価値評価システムの
検証および評価に関する調査」 発明協会（2004） 
[１２６]  二村隆章         「知的財産マネージメント」      (株)商事法務（2004） 
[１２７]  姫野桂一      「特許評価ビジネスの活性化に向けて」無形資産創造(2003) 
[１２８]  特許庁       「産業活性化のための特許活用」(2000) 
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１．“無形資産経営の本質と知財戦略”, H１７年度第２回研究会, Nov . , 2005 ,
マルチメデイア・アントレプレナ・エンジニアリング研究会, （社）映像情報メデイア学会
２．“溶接用視覚”, Vol 1, No.4, Dec. , 1983 , JRSJ, ロボット学会












特許出願番号 名称 出願人 発明者
１．特開 ２００６－３２６６９ 半導体受光素子及びその製造装置 松下電器産業（株） 玉井誠一郎他１名
２．特開 ２００６－３２６７０ 半導体受光素子及びその製造方法 松下電器産業（株） 玉井誠一郎他１名
３．特開 ２００５－１５６５６９ 圧力測定システム 松下電器産業（株） 玉井誠一郎
４．特開 ２００５－１７２８３９ 温度計測システム 松下電器産業（株） 玉井誠一郎






















 特許出願番号 名称 
1 特開 2006-32669 半導体受光素子及びその製造方法 
2 特開 2006-32670 半導体受光素子及びその製造方法 
3 特開 2005-156569 圧力計測システム 
4 特開 2005-172839 温度測定システム 
5 特開 2005-210092 光送信モジュール 
6 特開 2005-270796 光触媒機能材料 
7 特開 2005-277063 受光素子 
8 特開 2005-317035 
情報記憶媒体、アクセス装置、アクセスシステム及びアクセ
スプログラムを記録している記録媒体 
9 特開 2004-85277 
圧力センサ、圧力測定装置およびこれらを用いた圧力測定
システム 
10 特開 2004-144683 
フォトニック結晶集光素子、フォトニック結晶集光光源、およ
び光ディスク装置 




12 特開 2003-227953 
小型電源装置、その製造方法及び小型電源装置を搭載し
た半導体集積回路装置 
13 特開 2002-94094 半導体レーザ及びそれを用いた光ピックアップ装置 
14 特開 2002-94105 物品案内システム 
15 特開 2002-368330 液体検知センサ、液体検知装置及び液体検知システム 
16 特開 2001-77746 
温度センサ、温度測定装置、温度測定システム及びプログ
ラム 
17 特開 2001-101367 電子メディアとその関連装置およびその使用方法 
18 特開 2001-134729 
識別無線タグとその関連装置およびそれらを用いたシステ
ム 
19 特開 2001-273498 
バイオメトリックに基づく本人認証装置、本人認証システ
ム、本人認証用カード及び本人認証方法 
20 特開 2001-284706 半導体レーザ発光装置 
21 特開 2001-284729 半導体レーザアレイ装置及びその製造方法 
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23 特開 2001-291079 
情報記憶媒体、アクセス装置、アクセスシステム及びアクセ
スプログラムを記録している記録媒体 




25 特開 2001-345513 半導体レーザアレイ装置 
26 特開平 7-210622 光学的情報読取装置 
27 特開平 6-4695 バーコードリーダ 
28 特開平 6-4699 バーコードリーダ 
29 特開平 6-215165 
デジタル出力イメージセンサおよびそれを用いたバーコード
リーダ 
30 特開平 6-215169 バーコードリーダ 
31 特開平 5-35905 バーコードリーダ 
32 特開平 5-54167 バーコード検出装置 
33 特開平 5-120464 バーコード読み取り端末機 
34 特開平 5-135193 バーコードリーダ 
35 特開平 5-143766 レーザ走査式バーコードリーダ 
36 特開平 4-21463 感熱印字装置 
37 特開平 4-85051 サーマルプリンタ 
38 特開平 4-123280 バーコードリーダ 
39 特開平 4-276844 バーコードリーダ 
40 特開平 4-276877 バーコード検出装置 
41 特開平 4-276878 バーコード検出装置 
42 特開平 3-22191 ＩＣカードリーダ 
43 特開平 3-35379 ＩＣカードリーダ 
44 特開平 3-41584 バーコード検出装置 
45 特開平 3-103994 バーコードリーダ 
46 特開平 3-173660 バーコードプリンタ 
47 特開平 3-233783 バーコードリーダ 
48 特開平 3-233785 バーコードリーダ及びバーコード読み取り方法 
49 特開平 3-234569 プリンタ 
50 特開平 3-248866 バーコードプリンタ 
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51 特開平 3-250381 バーコード検出装置 
52 特開平 2-7182 バーコード検出装置 
53 特開平 2-18690 ＩＣカードリーダ 
54 特開平 2-18691 ＩＣカードリーダ及びＩＣカード 
55 特開平 2-20396 情報処理担体 
56 特開平 2-23494 ＩＣカードリーダーライター 
57 特開平 2-33719 磁気カードリーダ 
58 特開平 2-36489 バーコード読取装置 
59 特開平 2-53190 バーコード検出装置 
60 特開平 2-100780 バーコードリーダ 
61 特開平 2-100782 バーコードリーダ 
62 特開平 2-100785 ＩＣカード読み書き装置 
63 特開平 2-129779 バーコードリーダ 
64 特開平 2-129783 ＩＣカードリーダ・ライタ 
65 特開平 2-178895 端末型カードリーダ・ライタ 
66 特開平 2-212194 カード表示方法 
67 特開平 2-212993 端末型カードリーダ・ライタ 
68 特開平 2-213988 無線式バーコードリーダおよびバーコード受信端末機 
69 特開平 2-213989 バーコードリーダ及びその端末 
70 特開平 2-213990 ＩＣカードリーダ・ライタ 
71 特開平 2-214699 画像現出カード 
72 特開平 2-214891 電子表示板 
73 特開平 2-217983 ＩＣカード 
74 特開平 2-224193 バーコード読み取り装置 
75 特開平 2-224194 バーコード検出装置 
76 特開平 2-224195 バーコード検証装置 
77 特開平 2-225074 バーコードプリンター 
78 特開平 2-264383 バーコードリーダ 
79 特開平 1-17183 カ－ドリ－ダ・ライタ 
80 特開平 1-48183 バ－コ－ド検出装置 
81 特開平 1-59574 バーコード検出装置 
82 特開平 1-59577 バーコード検出装置 
83 特開平 1-61886 バーコード読取装置 
84 特開平 1-92888 バーコード検出装置 
85 特開平 1-92890 ＩＣカード 
86 特開平 1-152584 バーコード検出装置 
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87 特開平 1-156819 バーコード検出装置 
88 特開平 1-156886 バーコード読取装置 
89 特開平 1-175686 バーコードリーダ 
90 特開平 1-175687 指紋データの記録照合装置 
91 特開平 1-196680 バーコード検出装置 
92 特開平 1-196681 バーコード検出装置 
93 特開平 1-233680 ＩＣカードリーダ・ライタ 
94 特開平 1-233681 ＩＣカードリーダ・ライタ 
95 特開平 1-246680 バーコード検出装置 
96 特開平 1-258190 ＩＣカードリーダ・ライタ 
97 特開昭 63-10292 ＩＣカ－ド読取装置 
98 特開昭 63-24485 ＩＣカ－ドリ－ダ・ライタ 
99 特開昭 63-80380 カ－ドリ－ダ 
100 特開昭 63-83886 バ－コ－ド検出装置 
101 特開昭 63-91789 バ－コ－ド検出装置 
102 特開昭 63-91791 バ－コ－ド検出装置 
103 特開昭 63-91792 バ－コ－ド読取装置 
104 特開昭 63-98789 ＩＣカ－ド読取装置 
105 特開昭 63-106887 ＩＣカ－ド読取り装置 
106 特開昭 63-158666 飲料物残量管理装置 
107 特開昭 63-162470 表示機能付飲料物容器用キヤツプ 
108 特開昭 63-174189 バ－コ－ド読取装置 
109 特開昭 63-226789 バ－コ－ド検出装置 
110 特開昭 63-231687 バ－コ－ド検出装置 
111 特開昭 63-231691 カ－ドリ－ダ・ライタ 
112 特開昭 63-288398 情報処理装置 
113 特開昭 62-15677 バ－コ－ド読取装置 
114 特開昭 62-49586 光学式読み取り装置 
115 特開昭 62-93769 光学式読み取り装置 
116 特開昭 62-97082 ＩＣカ－ド読取装置 
117 特開昭 62-127979 バ－コ－ドリ－ダの投光光源制御方法 
118 特開昭 62-137688 ＩＣカ－ドリ－ダ 
119 特開昭 62-179072 バ－コ－ド読取装置 
120 特開昭 62-180483 バ－コ－ド検出装置 
121 特開昭 62-180484 バ－コ－ド検出装置 
122 特開昭 62-180485 バ－コ－ド検出装置 
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123 特開昭 62-187574 センサ付溶接ロボツト 
124 特開昭 62-243267 ＩＣカ－ド読取機の接点ブロツク 
125 特開昭 62-279479 バ－コ－ド読取装置 
126 特開昭 62-280978 バ－コ－ド検出装置 
127 特開昭 62-280979 バ－コ－ド検出装置 
128 特開昭 61-4907 溶接開先断面積検出装置 
129 特開昭 61-10711 光式距離測定装置 
130 特開昭 61-14506 光学センサ 
131 特開昭 61-23910 光式距離測定装置 
132 特開昭 61-29778 外乱光ノイズ分離回路 
133 特開昭 61-30284 光学センサ付自動溶接装置 
134 特開昭 61-60273 記録装置付自動溶接装置 
135 特開昭 61-88977 センサ付自動溶接装置 
136 特開昭 61-104684 半導体レ－ザ劣化検出回路 
137 特開昭 61-123473 センサ付自動溶接装置 
138 特開昭 61-188674 光学式入力装置 
139 特開昭 61-188675 光学式読み取り装置 
140 特開昭 61-193273 バ－コ－ド読取装置 
141 特開昭 61-193274 バ－コ－ド読取装置 
142 特開昭 61-206569 センサ付自動溶接装置 
143 特開昭 61-206570 センサ付溶接ロボツト 
144 特開昭 61-259109 光学距離計 
145 特開昭 60-44810 スポット光位置検出装置 
146 特開昭 60-44817 光学距離計 
147 特開昭 60-64207 光式距離測定装置 
148 特開昭 60-76286 抵抗溶接制御方法 
149 特開昭 60-76287 抵抗溶接制御方法 
150 特開昭 60-88306 光学センサ 
151 特開昭 60-89706 走査形光学距離計 
152 特開昭 60-95317 光式距離測定装置 
153 特開昭 60-95318 光式距離測定装置 
154 特開昭 60-121075 センサ付自動溶接装置 
155 特開昭 60-124477 光学センサ付自動溶接装置 
156 特開昭 60-220888 光学センサ 
157 特開昭 60-222705 光式距離測定装置 
158 特開昭 59-10480 溶接電極間電圧の検出装置 
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159 特開昭 59-10481 溶接電極間電圧の検出方法 
160 特開昭 59-28608 溶接線検出装置 
161 特開昭 59-54471 溶接線検出方法 
162 特開昭 59-58304 位置・幅検出装置 
163 特開昭 59-61574 溶接線検出装置 
164 特開昭 59-62944 アナログ信号入力装置 
165 特開昭 59-64170 溶接線検出装置 
166 特開昭 59-99203 光学距離計による段差点検出方法 
167 特開昭 59-113981 開先ワ－クの溶接線の検出方法 
168 特開昭 59-184816 溶接線等の検出装置 
169 特開昭 59-201004 レ－ザ光投光装置 
170 特開昭 59-202012 光学距離計 
171 特開昭 59-212703 スポツト光位置検出装置 
172 特開昭 59-215277 自動溶接装置 
173 特開昭 59-216006 輪郭線検出装置 
174 特開昭 58-77776 溶接線画像入力方法 
175 特開昭 58-94992 視覚付マニピユレ－タ 
176 特開昭 58-94993 視覚付マニピユレ－タ 
177 特開昭 58-112673 抵抗溶接制御方法 
178 特開昭 58-112674 抵抗溶接制御方法 
179 特開昭 58-112675 抵抗溶接制御方法 
180 特開昭 58-154072 視覚認識方法 
181 特開昭 58-184071 溶接線検出装置 
182 特開昭 58-186880 画像入力装置 
183 特開昭 58-187265 溶接線の位置および形状の検出方法 
184 特開昭 57-29904 開先断面積検出方法 
185 特開昭 57-211011 エンコ－ダパルス検出回路 
186 特開昭 56-109179 抵抗溶接機用制御装置 
187 特開昭 56-128683 抵抗溶接制御方法 
188 特開昭 56-128684 溶接電極間電圧の検出方法 
189 特開昭 56-139287 溶接線倣い制御方法 
190 特開昭 56-148479 溶接電極間電圧検出装置 
191 特開昭 56-148483 溶接電極間電圧の検出方法 
192 特開昭 56-160886 抵抗溶接制御方法 
193 特開昭 56-163083 抵抗溶接制御方法 
194 特開昭 56-163084 抵抗溶接制御装置 
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195 特開昭 55-66761 電源電圧の零点検出方法およびその装置 
196 特開昭 55-70486 抵抗溶接電流モニタ－装置 
197 特開昭 55-106694 抵抗溶接機用制御装置 
198 特開昭 55-106695 抵抗溶接制御装置 
199 特開昭 54-40070 電磁弁制御回路 
200 特開昭 54-41248 電源同期時限設定回路 
201 特開昭 53-37843 電気出力値の制御装置 
202 特開昭 53-38253 電気出力値のデイジタル制御方法 
203 特開昭 53-40848 ３相交流電圧の相回転検知方法 
204 特開昭 53-42662 ３相交流電圧制御素子への制御信号配分方法 
205 特開昭 53-84114 直流モ－タ回転数制御方法 
206 特開昭 53-84844 抵抗溶接機のトランス偏磁防止方法 
207 特開昭 53-120065 順次時限設定回路 
208 特開昭 52-7845 溶接線自動倣いア－ク溶接法 
209 特開昭 52-73152 パルスア－ク溶接機 
210 特開昭 52-100345 溶接法 
211 特開昭 52-100347 ア－クスタ－ト法 
212 特開昭 52-100348 ア－クスタ－ト法 
213 特開昭 52-116753 ア－ク溶接機 
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（Ｃ）知識獲得のプロセス 
 
■職務体験を通じての習得
○新規開発事業３２年の経歴 ：研究所から事業部部門長経験まで
（１） 溶接機器のインテリジェンス化研究開発（アーク、抵抗溶接）
（２） 溶接ロボット及びその視覚センサの開発実用化
（３） 情報端末（バーコード、ＩＣカード、ＰＯＳシステム）開発実用化と国内及び
欧米市場の開拓（米国研究所、欧州販社と協力）
（４）半導体知財戦略統括担当、研究センター知財責任者
○国際協業
中国ソフト開発委託プロジェクトの推進（中国科学院、復旦大学、江蘇研）
■高知工科大学大学院起業家コースでの修学
■学会協会活動
（１） 国際自動認識協会 理事
（２） （社）高温学会 理事、評議員
■発明協会主催 特許流通業取引実務者研修等への参加
■日本経営品質協議会、ＩＳＯ、輸出管理、環境監査等への参加
 
 
知識獲得プロセス
○新規事業開発３２年の経歴
（研究所から事業部門長まで）
・溶接機のインテリジェンス化研究開発
・溶接ロボットおよびその視覚センサの開発
・情報機器（バーコード、ＩＣカード、ＰＯＳシステム）開発
・半導体知財戦略統括担当、研究センター知財責任者
○国際協業
・中国ソフト開発委託プロジェクト
（中国科学院、復旦大学、江蘇研）
・米国研究所で流通機器開発
・欧州の電々会社等とのＩＣカード開発
○学協会活動
・国際自動認識協会 理事
（現、(社）日本自動認識システム協会）
・(社）高温学会 理事、評議員
・ＪＥＩＴＡ バーコード規格標準化委員等
○経営マネージメント活動
・日本経営品質協議会 アセッサー認定
・ＩＳＯ９０００～１４０００、輸出管理、環境監査の
管理監督責任者等
特許出願
２１３件
高知工科大学起業家コースでの修学
知財 イノベーション論 起業論
本研究、論文
職務・事業体験を通して得た知識、知見
 
